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要　旨
本研究の目的は、成長ベンチャー企業のインターナルコミュニケーションが、組織内にお
いてどのようなプロセスになっているかを探索的に研究し、そのモデルを構築することであ
る。従業員のインターナルコミュニケーション満足度（「ICS」という）が高まると、従業員
の仕事の満足度、生産性が高まることが先行研究から分かっている。では、ICS はどのよう
にすれば高められるのか。本論文では、従業員 30 名から 650 名の中小・ベンチャー企業 9
社に対する Communication Satisfaction Questionnaire による従業員サーベイ結果（量的デー
タ）と、経営トップ、ミドル層へのインタビュー結果（質的データ）をもとに、プロセスモ
デルをグランデッド・セオリー・アプローチによって構築した。調査企業を成長性、ICS の
高さによって分類し、継続的に比較対照することで、成長ベンチャー企業固有のプロセスを
明らかにした。最後に、本研究デザインや得られたモデルの有効性、今後の課題、研究の方
向性について提示した。
1.　はじめに
1.1　企業成長戦略としてのインターナルコミュニケーション
企業経営において、「企業は、人なり」（松下 1979）と言われて久しい。国内市場の縮小、
グローバル競争の激化は、企業成長戦略において、これまで以上に組織の卓越性の向上を要
求する。組織がそこで働くひとり一人の従業員の集合体である以上、組織に帰属する従業員
がそれぞれの立場で最高のパフォーマンスを発揮することで、組織の卓越性は実現し、企業
成長、業績アップが実現する。
従業員のパフォーマンスに影響を与える要因は様々であるが、代表的な要因として、仕事
の満足度や生産性がある。Herzberg（1959）は、仕事の満足度を高める要因として、衛生要
因（会社の方針、管理、対人関係、職場環境、給料等）と内的報酬（達成、表彰、仕事の内
容、責任、成長等）を提唱し、給料だけでなく、達成感や成長意識という内的な報酬という
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概念を提示した。ロビンス（1997）は、衛生要因が十分でも、従業員は、不満は抱かないが
満足させることにならず、仕事の満足度を高めたければ、内的報酬を重視すべきであると提
唱し、明確に、内的報酬の重要性を強調した。
衛生要因も内的報酬も、その内容を考えると、どちらも、社内のコミュニケーションに
よって大きな影響を受けることがわかる。1980 年代に入ると、組織内部の社内コミュニケー
ションを扱う学問分野としてインターナルコミュニケーションが提唱され、多くの研究が行
われた。インターナルコミュニケーション満足度（「ICS」という）を測定する尺度が考案さ
れ（古屋 2012）、ICS と仕事の満足度（Kongchan 1985, Pincus 1986）、生産性（Clampitt and 
Downs 1993）、組織コミットメント（Putti, Aryee and Phua 1990、Bambacas and Patrickson 
2008）等への正の相関関係が報告された（古屋 2010）。ICS は、コミュニケーションという
視点を通して組織活動を分析することで、Herzberg の理論を実証し、コミュニケーション
が衛生要因、内的報酬に対する満足感を高め、結果として、仕事の満足度や生産性に影響す
るモデルが明らかになってきた。
2000 年に入ると、仕事の満足度に対する研究は発展し、仕事の満足度が、ロイヤルティ
（Eskildsen and Nuessler 2000）、信用（Beslin and Reddin 2004）、顧客満足度（Van der Wiele, 
Boselie and Hesselink 2002）等に影響を与え、最終的に従業員のパフォーマンスに影響を与
えることも分かってきた。つまり、企業成長は、多くの要因による複雑なプロセスによって
促進されるが、ICS は、仕事の満足度、及び生産性との関係において企業成長にとって看過
できない要因であることが分かってきた。事実、ICS は、米国の大手企業の成長戦略におい
て利用されてきた（ダウンズ 1999）。
筆者の関心の中心は、アントレプレナーとベンチャー企業の成長である。ICS のこれまで
の研究成果を利用すると、ベンチャー企業の成長プロセスを ICS の視点から解明できるので
はないかという研究アイディアが生まれた。インターナルコミュニケーションを組織内部の
プロセス（Asif and Sargeant 2000）として捉えた研究は少なく、新しい研究領域である。図
1 に、組織的なプロセスが ICS に影響を与え、仕事の満足や他の要因に影響し、複合的な要
因を経てベンチャー企業の成長が実現するモデルと本研究領域を示す。
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図 1：インターナルコミュニケーションプロセスが成長を促進するモデル（筆者作成）
（実線は直接的な影響、点線は間接的な影響）
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1.2　本研究の目的
本研究の目的は、「成長ベンチャー企業において、従業員の ICS を高めるインターナルコ
ミュニケーションのプロセスとは何か。」という研究上の問いに答えることである。成長ベ
ンチャー企業では、成長のための人の採用、従業員の満足度向上、定着率向上に対して、経
営者の意識が強く、組織的なプロセス上の工夫を思考錯誤していると予想される。
研究デザインとしては、ICS の高い企業と、低い企業を比較することで、インターナル
コミュニケーションプロセスの視点から、共通的な部分、ICS の高い企業に固有な部分を
解明し、モデル化する方法とする。ICS の判定は、日本語版 Communication Satisfaction 
Questionnaire（古屋 2012）（以下「CSQ」という）による量的データを利用する。プロセス
の解明は、経営者、ミドルへのインタビュー（質的データ）のグランデッド・セオリー・ア
プローチ（グレイザー ストラウス 1996、Grounded Theory Approach、以下「GTA」という）
による分析を利用する。CSQ と GTA を組み合わせた点は、新しい研究方法を提示する。
本論文では、次の 3 つの目的を達成する。第 1 に、この新しい研究方法によるインターナ
ルコミュニケーションプロセス解明の研究デザインを示すこと。第 2 に、国内の中小、ベン
チャー企業の質的データと量的データに、この新しい研究方法を適用してプロセスモデルを
構築すること。第 3 に、構築されたモデルの今後の利用価値や国内でのインターナルコミュ
ニケーションの調査展開にあたっての課題をまとめるとともに、成長ベンチャーのインター
ナルコミュニケーションプロセスの今後の研究の方向性を示すことである。
2.　インターナルコミュニケーションプロセスの研究戦略
2.1　プロセス理論探求のための研究戦略
プロセス理論の探求や創出を目的とする研究の場合、質的研究、特に GTA を利用した質
的研究が有効である（木下 2003、Neergaard and Ulhoi 2007）。Neergaard and Ulhoi（2007）
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は、1993 年から 2004 年までの GTA を利用したアントレプレナーシップ研究の例をあげ、
Eisenhardt（1989）、イン（1994）、Miles and Huberman（1994）、Strauss and Corbin（1998）
による分析法と質的研究の品質管理法に理論的根拠をおき、新規の研究領域における理論的
フレームワークを創出する研究手法として、その有効性と将来性を提示した。
本研究の主題である、インターナルコミュニケーションプロセスの研究は、アントレプ
レナーシップ研究（Neergaard and Ulhoi, 2007）、組織研究（Brewerton and Millward, 2001）、
コミュニケーション研究（Jensen, 2002）にまたがる研究分野である。これらの分野でも、
質的研究アプローチの研究発表が増加している。
そこで、本研究の戦略は、プロセス研究であるという本質と、近年の質的研究動向を踏
まえ、質的研究を中心とした研究デザインとした。一方、本研究上の問いである「成長ベン
チャー企業のインターナルコミュニケーションを満足させるインターナルコミュニケーショ
ンのプロセスとは何か。」と「ベンチャー企業の成長に、より強く影響を与えるインターナ
ルコミュニケーションプロセスとは何か。」に従って理論的サンプリングを行うために、量
的データである ICS と売上、利益、従業員数の増加に基づく成長性を利用することとした。
これは、質的研究法だけでは得られない、より深い研究を可能にする、多様、多元的なデー
タ収集法を認める研究デザインであるミックス法（クレスウェル 2007、2010、Jensen 2002、
Neergaard and Ulhoi 2007、Bryman 2008、Teddlie and Tashakkori 2009、Denzin and Lincoln 
2013）の考え方である。
実際に、本研究デザインの有効性を検証するために、従業員 30 人から 300 人の中小・ベ
ンチャー企業 6 社を対象とした調査において、ICS による分類と経営トップへのインタビュー
データの GTA による分析を組み合わせることで、プロセスモデルの構築に必要な概念やカ
テゴリーを生成できた（Furuya 2013）。
2.2　GTA によるインタビューデータの分析手法
質的データの分析において採用した GTA は、過去の研究においても、コーディング法や
サンプリングを含めた具体的な分析手法や品質管理法について、研究者が明確にしていない
ケースも多いという課題が提示されている（Neergaard and Ulhoi, 2007）。確かに、GTA は、
歴史的に、分析手法として研究者によってその利用方法が異なっている。そこで、本研究に
おける GTA の分析手法を整理する。
GTA は、グレイザーとストラウスによって、1967 年に、その著書「データ対話型理論の
発見」（グレイザー ストラウス 1996）として発表された。その後、1990 年代に、提唱者であ
るグレイザーとストラウスが、分析手法をめぐって対立し、分析手法、理論構築手法が枝分
かれした。
GTA は、データに密着した（Grounded）分析から独自の理論（Theory）を生成する質的
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研究法であり、これまで全く知見のない事象やプロセスを説明・解釈・予測するための理論
を構築するために利用される。その特徴は、データを収集し、データを切片に分け、コー
ディングし、カテゴリー化し、カテゴリーを関連付ける仮説を作り、仮説の蓄積によって理
論的枠組みを作る。出来上がった理論的枠組みが、飽和するまでサンプリング（理論的サン
プリング）を繰り返し、理論の妥当性、信頼性を担保する。理論的飽和のためには、各カテ
ゴリーに適用できる出来事の比較、カテゴリーとその諸特性との統合、理論の限界設定、理
論の定式化という 4 段階の各段階において絶えざる比較（継続的比較分析）を実行する。理
論構築にあたり、グレーザーは、先行研究の成果や理論を利用することを禁じ、ストラウス
は、先行研究調査の成果や理論の利用を薦める。
国内においても、GTA は大きく発展してきた（木下 2003、西條 2007、2008、戈木 2008、
佐藤 2008）。木下は、GTA は、現象がプロセス的性格をもつ研究に適切であり、人間の行動、
他者との相互作用の変化を動態的に説明するとした。木下（2003）は、「データを切片化し
ない」かわりに、「具体的な系統的な分析手法」として、M-GTA を提唱し、分析ワークシー
トの生成から概念生成、カテゴリー生成、そして全体のプロセス生成というコーディング手
法を、研究者に利用しやすい形式として提示した。
本研究では、インターナルコミュニケーション研究の量的先行研究成果を利用するため、
ストラウスの立場をとることとした。GTA の基本的な手法に従い、木下（2003）の提唱する
分析ワークシートを利用し、オープンコーディング（データから一般的に得られる概念の抽
出）、軸足コーディング（得られた概念を関係性の点からカテゴリーに集約）、選択コーディ
ング（得られたカテゴリーからコアとなるカテゴリーを選択、カテゴリー間の関係性をモデ
ル化）の流れに従って行うこととした。
2.3　研究デザイン
データ収集は、2012 年の調査（Furuya 2013）を参考に、図 2 のような企業における各階
層間のコミュニケーションの流れを調査する方法とし、以下の点を改善した。
（ア）社長に加えて、ミドル層、専門部門にもインタビュー対象を広げる。
（イ）日本語版 CSQ の質問の表現を平易な形に修正する。
図 3 は、研究デザイン全体を示す。質的データ（インタビュー、企業情報）と量的データ
（日本語版 CSQ の点数、企業情報）を同時並行的に取得し、GTA の本質である絶えざる比
較を実施し、理論的に飽和するまで調査を続けた。
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図 2：調査対象者・データ収集方法の概要
①社長のコミュニケーション意識
（インタビュー ）
②ミドルのコミュニケーション意識
（インタビュー 2名、アンケ トー）
③一般従業員のコミュニケーション満足度
（アンケ トー）
④専門スタッフのコミュニケーション意識
（インタビュー 、アンケ トー）
［図中の矢印はコミュニケーションの流れ］
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図 3：研究デザイン
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2.4　サンプリング方法とサンプル数
サンプリング方法とサンプル数は、研究の品質を左右する。質的研究のサンプリング法を
整理した Neergaard and Ulhoi（2007）による類型区分を参考にして、複数の企業サンプルを
理論的な基準に従って飽和するまでサンプリングする方法とした。サンプリングの条件とし
ては、研究上の問いに従い、以下の通りとした。
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［サンプリングの条件］
1. 売上、利益、従業員数基準のどれかで、過去 5 年間の成長を判定できる企業
2. 組織規模は、数 10 名から数 100 名規模（海外従業員を除く）の企業（中心帯 300 名）
これは、組織規模が大きく違うと、経営トップの影響力とインターナルコミュニケー
ション上の取組み方法が大きく異なると考えたからである。
3. 5 年以上、当該企業の成長を引っ張ってきたアントレプレナー、2 代目、3 代目以上の
オーナーが経営する企業。これは、5 年以上の期間がなければ、インターナルコミュニ
ケーション上の組織的取組みが成果に結びつかないと考えたからである。
サンプル数は、限られた国内の成長ベンチャー企業から、調査協力企業を探すという時間
的制約もあることから、Eisenhardt（1989）が提唱する分析のために必要な現実的なサンプ
ル数である 4-10 社を参考に決定し、筆者が個別に接触、協力に応諾頂いた合計 10 件（9 社）
［2012 年の調査企業含む］となった。候補企業は、三菱 UFJ 銀行をメインバンクとする青年
経営者セミナー会（2 世、3 世のオーナー企業の会）、ニュービジネス協議会［同会の IPO 大
賞グロース部門受賞企業等］の協力のもと選定した。表 1 に企業概要を示す。
表 1：データ提供（調査協力）企業の概要
Code 業種 上場 従業員 売上 成長性 調査時期
J ゲームアプリ開発業 上 650 152 H 2013.6
H 精密バネ製造業 上 300 82 M 2013.4
B 塾サービス業 非 300 15 H 2012.8
F 特殊ガラス・薄膜品製造業 上 289 55 L 2012.7
I F社と同じ 上 289 55 L 2013.5
C おもちゃ小売業 非 256 32 M 2012.8
D 自動車部品製造業 非 140 30 M 2012.9
E 物流・受託製造業 非 90 7 L 2012.6
A 特殊建築内装材製造業 非 40 11 M 2012.6
G 温度センサー製造業 非 30 5 H 2012.9
［注：企業は、Code 名で記す。数字は調査時期の前年度。売上：億円、従業員：人（パート含む）、H 社は、
海外を含めると従業員 2,344 人、売上 252 億円。］
調査協力企業の成長性（H、M、L）の分類は、5 年前と調査時点における売上、営業利益、
又は従業員のどれか 1 つでも、以下の基準を満足することとした。
1. 成長企業（High） ：5 年間で 25％以上成長している企業
2. 堅実企業（Middle） ：5 年間で 0％から 25％未満成長している企業。
3. 低迷企業（Low） ：マイナス成長か、ゼロ成長企業
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2.5　企業情報データ
企業情報データは、以下のデータを利用した。
（ア）上場企業の場合は、有価証券報告書等の公開財務データ
（イ）企業のホームページ、社外広報サイト、会社案内、パンフレット、社長の執筆書籍
等による公開情報
（ウ）組織図、企業の社内報（印刷物）、企業の社史等の非公開情報
3.　調査データの収集と分析
3.1　調査上の問い
本研究の調査上の問いは、以下の通りである。
［調査上の問い］
1. 日本語版 CSQ による ICS スコアは、理論的サンプリングのための分類に有効か。
2. 質的データの GTA による分析は、プロセス解明に有効か。
3. 理論的飽和（サンプリングの終了）は、得られるか。
3.2　データの収集方法と結果
［量的データの収集結果］
日本語版 CSQ のアンケート用紙を調査企業の協力者に渡し、紙、又は Web にて調査した。
協力者は、サンプルが均一になるように、調査用紙を従業員に配布し、2 週間程度の期間内
に回収した。企業ごとに従業員の平均値を計算し、企業の ICS と定義した。表 2 に ICS と各
社の回答者数、回答者比率（回答者数／従業員数）、回答者のうち部下がいると回答した回
答者の比率（部下有数／回答者数）を示す。なお、ICS は、4.0 以上を H と判定した。
表 2：調査企業の有効回答数、ICS スコア
企業 従業員数 回答者数 回答者比率
部下有
回答者率
ICS
成長
平均 偏差 判定
J 650 243 37% 49% 4.0 1.4 H H
H 300 59 20% 61% 4.1 0.8 H M
B 300 20 7% 45% 4.2 0.7 H H
F 289 38 13% 100% 3.2 0.8 L L
I 289 39 13% 100% 3.8 1.2 L L
C 256 21 8% 76% 3.8 0.9 L M
D 140 23 16% 48% 3.7 0.8 L M
E 90 20 22% 45% 3.5 0.6 L L
A 40 13 33% 62% 4.2 0.8 H M
G 30 10 33% 80% 4.1 0.8 H H
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［量的データの妥当性、信頼性の検証、H/L 群の判定］
表 2 で定義された企業レベルの ICS の妥当性と信頼性について検証する。
データの企業レベルでの妥当性については、「ICS が高い人は、仕事の満足度や生産性が
高い」という個人レベルでの関係性が、企業レベルでも成り立つか確認した。すなわち、企
業単位で、ICS の平均値が高い企業は、仕事の満足度の平均値、生産性の平均値が高いか確
認した。図 4 に結果を示す。確かに、正の相関性を示しており、平均値をもって企業レベ
ルの代表値とする方法の妥当性が示された。一方、信頼性については、Downs（2004）は、
CSQ による調査のサンプル数を規定する。
図 4：ICS と仕事の満足度、生産性の関係
ICS 
??????
 
???
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表 2 のうち、Downs の基準を満足するのは、J 社のみである（650 人規模では、Downs の
基準は 212 人。回答数は 243 人と満足する）。他の調査企業では Downs の基準より少ないサ
ンプル数である。例えば、300 名程度の企業ではサンプル数は 57％（169 名）必要とする。
しかしながら、図 4 を見ると、J 社だけでなく他の企業も、J 社と同様の理論的整合性（ICS
と仕事の満足度、生産性との正の相関関係）を示している。従って、表 2 のデータは、ICS
のスコアとして信頼性があると判断できる。
更に、表 2 を見ると、ICS と成長性の組み合わせは、H-H、H-M、L-L、L-M の 4 パターン
であり、ICS の高さと成長性の正の関係性という観点でも、理論的整合性が確認された。こ
の点からも、表 2 の ICS の判定（H/L）の信頼性はあると判断できる。
これらの検証を踏まえて、表 2 から、企業 J、H、B、A、G を H 群企業、F（I）、C、D、
E を L 群企業と定義する。
［質的データ］
経営トップ、ミドル（部長、課長クラス）、インターナルコミュニケーション専門部門（人
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事部門等）のインタビューにより、調査協力企業が、どのようなインターナルコミュニケー
ションを組織として実践しているかを調査した。インタビュー実施者を表 3 に示す。合計の
インタビュー回数は、33 回である。
表 3：インタビュー実施者 （インタビュー回数：社長は記載回数、その他は 1 回）
Code 社長 専門責任者 専門担当 総務・人事部長 人事担当 ミドル
ABCDEG 2回 - - - - -
F 2回 - - 1名（社長に同席） - -
H 2回 1名 2名 1グループ（3名、1回） 2名
I 2回 - - 1名 - 2名
J 1回 - - 1名 1名 2名
インタビューは、半構造化インタビューガイドに基づき、筆者が行った。経営トップには、
コミュニケーション上の意識、こだわり、特別な仕掛け、その理由を中心にインタビューし
た。ミドルとのインタビューでは、経営トップのコミュニケーション、部下とのコミュニ
ケーション、従業員間のコミュニケーションのそれぞれについて何を実践し、どう感じてい
るかを、専門部門とは、組織としての取り組みを中心にインタビューした。インタビューは、
IC レコーダーに録音され、テキスト化した上で分析した。
3.3　質的データの GTA による分析手順
GTA によるインタビューデータの分析は、以下の手順で進めた（木下 2003、コービン ス
トラウス 2012）。
（a）概念の生成（オープンコーディング）：データから概念を生成。
1. H 群社長データから発言を抜き出して分析シートに記入、他の H 群から類似例を抜き
出し、追加していく。類似例がなければ、当該概念は有効でないと判断する。
2. データを解釈して、定義を記述する。
3. 当該概念にとっての対極例があるかないか確認する。
4. 定義を凝縮表現したコトバ（短い表現）を概念名とする。
5. L 群に分類された企業についても類似例、対極例があれば、追加していく。
6. 同じようにミドルデータも行い、社長データと統合する。
（b）カテゴリーの生成（軸足コーディング）：概念間の関係付け、カテゴリーを生成。
1. 個々の概念について、他の概念との関係を論理的にひとつずつ検討する。
2. コミュニケーションの視点から概念間の関係性を整理し、カテゴリーにまとめる。
（c）プロセス図の生成（選択コーディング）：カテゴリー間の関係からプロセス図を生成。
1. 時間的関係性、因果関係からカテゴリー相互の関係を推測する。
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2. 試行錯誤を繰り返し、検討の結果を丁寧に図に描いてみる。
3. 図全体が一定の方向性（左から右に）を示すように作成する。
3.4　質的データの GTA による分析結果
分析手順に従い、H 群、L 群を分析した。表 4 に生成した概念とその根拠となる質的デー
タを示す。表 5 に示すカテゴリーは、概念の関係性を考え導出した。尚、表 4 はカテゴリー
順に並べてあり、A から E の記号は、表 5 のカテゴリーに対応する。
表 4 の根拠データ（H 群事例と対極例、L 群類似例と対極例）の組合せにより、H 群固有
の概念、又は共通の概念が分かる。以下は、そのパターンである。
① H のみ、H と LR の組合せ：H 群では出来ているが、L 群にはない、或は出来ていない
→ H 群固有の概念
② H と HR の組合せ：H 群でも差がある→ H 群固有の概念だが、H 群でも差がある
③ H と L の組合せ：H 群でも L 群でも出来ている→共通の概念
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表 4：オープンコーディング、軸足コーディングの結果（概念とカテゴリーの生成）
［H:H 群事例、HR:H 群対極例、L:L 群類似例、LR:L 群対極例］
概念名 概念の定義 H群事例と対極例、L群類似例と対極例（発言内容）
A-1
社長自ら、理
念を作り、浸
透させる。
理念、ビジョン、行動規範、
スローガンを創り、繰り返
し、従業員に対して熱く浸
透させること。
H
H
H
- 理念（ビジョン）の提示はしつこく、しつこくやります
ね。（J社 S社長）
- 一番気をつけていることは、理念がある。（A社 S社長）
- フォーカスを凄く意識して、スローガンに。（H社 K社長）
A-2
将来像、変革
をかたり、従
業員を導く。
将来像、ビジョン、変革の
方向性、変革に対する社長
の姿勢を示し、従業員をリ
ードする。
H
H 
HR
- 変革の必要性、背景をとくとくと話す。（A社 S社長）
- 変わるは、あの時伝わったし、感じましたね。（H社 M
課長）
- こういう方針で、こうやって行きますということに対し
て、理念との関連性の言及はあまり無いです。（J社 A
部長）
A-3
企業文化を作
って、自律的
行動を促す。
強い企業文化を形成し、従
業員が、自分で判断でき、
行動できるようにする。
H
H
- 企業文化がとても大切だと思っているのは、主体的にや
ってほしい訳です。（H社 K社長）
-みんな企業文化、いい文化を残そうと努力をしています。
いい文化を如何に薄めず温存できるか腐心してます。（J
社 S社長）
A-4 
お客様第一を
従業員に繰り
返し伝える。
社長自身が、ミドル、従業
員に、お客様を大事にしな
ければならないというメッ
セージを繰り返し伝える。
H 
H
L
- 我々は、顧客満足を中心とした経営をしているのだろう。
販売会議ではそれを最優先に話していこうよと。（H社 
K社長）
- 従業員には、いい仕事をしろと言っている。（B社 Y社長）
- お客様のおもてなしを大切にするということをやる会社
なのだよと。（C社 T社長）
A-5 
経営情報を必
要な範囲で従
業員に流す。
経営情報（売上、利益、新
製品、会社を取り巻く環境
等）をオープンに従業員が
求める形で流す。
H
HR
- 10年くらい前から、経営会議の内容を、その日のうちに、
社内データベースに載せます。（H社 H取締役）
- 上場してから、経営会議の内容を下にフィードバックす
るのが難しいと感じています。（J社 N本部長）
B-1
社長が全社会
で熱く語る。
毎月、或は 2-3ヶ月に 1度
の全従業員の集会で、社長
が熱く語る。
H
H
LR
- 年に 5回位、会社の理念を分かってもらう。（B社 Y社長）
- 社長は、全社会で 90分、延長したり。（J社 Yさん）
- 社長は一番最後なので、長くても 30分。（I社 M課長）
B-2
社長は、とに
かくわかりや
すく伝える。
抽象的な内容、難しい言葉
は避けて、具体的に分かり
やすくメッセージを伝え
る。
H
H 
L
- 気をつけているのは内容を噛み砕いて、誰にでも理解で
きるように分かりやすく伝えること。（J社 S社長）
- 従業員の顔色、反応を見ながら、話を変える。（A社 S
社長）
- 難しい話はしない。分かりやすい話で伝える。（C社 T
社長）
B-3 
社長は、従業
員との距離を
短くする。
少人数のランチ会等で、従
業員のこと、気持ちをわか
ろうとする。
H
H
- 直接従業員と接する機会が減り、従業員と毎日、順繰り
にランチに行ってます。（J社 S社長）
- 社長主催のランチ会で、年に 1回は、社長と必ずは話が
できるチャンスがあります。（H社 S氏）
B-4 
ギャップを感
じて話す。
社長は、従業員との立場の
違いを意識して、従業員と
話す。
H 
HR
-従業員から見た時にどう見えるかは意識する。（J 社 S
社長）
- 社長と従業員の世界観が違う。社長の例え話のレベルが
高い、生活水準が高い。（H社 H取締役）
C-1 
ミドルにリー
ダーの役割を
意識付ける。
ミドルに、部門内への理念、
部下とのコミュニケーショ
ンにおける重要な役割を認
識させる。
H
HR
HR
- 中間管理職が、良きリーダーになっていくための場とし
て、自分との情報共有の場を設けた。（A社 S社長）
- ミドル研修はもっとやった方がいいが理想。（J社 S社長）
- リーダー達が、同じ様なレベルにないので。（H社 K社長）
C-2 
ミドルに、自
由にやらせ
る。
ミドルに権限委譲し、自分
で考えて、チャレンジさせ、
自由にどんどんやらせる。
H
LR
- 社長は、チャレンジとか、創意工夫を重んじている、責
任を任せて、チャレンジさせる。（J社 A部長）
- ミドル、部長への権限委譲が無いのではないか。要は、
社長に自信が無いというか。（I社 M課長）
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C-3
社長は、ミド
ルに、自律的
行動させる。
ミドルとの会議で、情報共
有し、本質を考える場を作
り、自分で考え、行動させ
る。
H
LR
- ミドルと情報を共有し一緒に考える場が出来てからは、
ミドルもやっていることが分かってきた。（A社 S社長）
- 私がああして欲しいと言うと、そのまま下に下ろすので、
現場が苦労する。（I社 O社長）
C-4 
ミドルが、部
下に納得感の
ある評価のフ
ィードバック
を行う。
ミドルは、評価基準に則り、
公平、公正な評価を行い、
部下に面接して納得する形
でフィードバックする。プ
ロセスを評価する。
HR
 
LR
- 一人一人、半期ごとの目標に対する評価は面談して、話
します。出来る人は、6ヶ月を待たずに、1ヶ月ごとに
時間を取りにきて相談して来ますが、誰にでも成長する
機会を与えているかというと、ちょっと弱いかな。（J社 
F本部長）
- 従業員に対して評価のフィードバックは難しいです。上
司が行っていますが、決まった形式がなく属人的です。（I
社 I部長）
D-1
イベント等を
実施し、従業
員の交流の場
を作る。
社内イベント、サークル活
動、ボランティア活動等、
従業員が仕事を離れて交流
する場を作り、帰属意識を
高める。
H
H
- 創立記念パーティは、インパクト大きい。従業員の定着
率を上げるために非常に有効であると思っています。（J
社 S社長）
- 横のコミュニケーション。相談相手ですとか、話を聞い
てもらうことによって、安心するとか、解消するとかが
とても重要と思っています。（J社 A部長）
D-2 
旅行に行って
関係を深め
る。
宿泊を伴う旅行、研修によ
って、従業員同士の親睦を
深め、知り合いを増やす。
H
L
- 東日本大震災のボランティア活動に全員で参加した。自
分の思いとか、心の話の交流が出来た。（A社 S社長）
- 人と人が会っていつもと違って、従業員同士のコミュニ
ケーションが非常に良くなる。（C社 T社長）
D-3
専門部門を設
けて、活性化
する。
組織として、話し易い雰囲
気を作り、従業員間のコミ
ュニケーション、情報流通
を活性化させる。
H
H
- グループ企業間のコミュニケーション、情報流通のため
に、Chief Communication Officer、Communication 
officerがいます。（H社 K社長）
- 従業員数の急増に対する対応として、各部門の代表によ
る社内交流促進チームを作りました。（J社 S社長）
D-4
社内報で、従
業員の距離を
縮める。
社内報を発行して、組織的
な社内広報を行う。会社の
考え方、従業員同士の情報
を提供する。
H
H
LR
- 会社の考え方をリーズナブルに社内広報する手段として
社内報の発行を。（J社 A部長）
- みんな社内報を見ています。楽しそうです。（H社 M課長）
- 社内報はありません。（I社 I部長）
E-1
チャレンジを
通じて従業員
の成長を促
す。
価値観として、チャレンジ
を奨励し、チャレンジを通
じて、従業員が成長する
様々な場を用意する。
H
H
H
- 従業員が成長する会社という明確な意識をもっていま
す。（J社 S社長）
- やりたい、入りたいという、その気持ちをそのまま発揮
していける組織にしたい。（A社 S社長）
- 一番重要視しているのは、従業員の成長です。（J社 A部長）
E-2 
従業員の具体
的な行動に落
とす。
会社の価値観や目標を、具
体的な内容で説明し、当事
者意識を植え付け、従業員
一人一人の行動に落とし込
む。
HR
HR
LR
- 総論から各論（個人の目標）へ、うまく具体例を使って
説明し切るところが足りない。（H社 M課長）
-当事者意識、行動規範の浸透が薄れてきている。（J社 A
部長）
- みんな自分が何をやればいいのか、良くなるのかって言
うのが、わからないですよ。（I社 I部長）
E-3 
表彰を通じて
従業員に期待
像を示す。
全員の前で表彰し、期待す
る理念、ビジョンに従い目
標を達成する像を目に見え
る形で示す。
H
H
LR
-会社の理念に合った行動や業績を表彰します。（J社 Y
さん）
- アワード受賞者を褒めると、経営としてのメッセージが
伝わりやすいです。（J社 N部長）
- 技術的な進歩で、若手を対象に表彰します。（I社 I部長）
E-4
従業員に誇り
を持たせる
従業員に自分がやっている
仕事の意義、社会性を認識
させ、誇りを持たせる。
H
L
-自分は世界一の仕事をしているんだとプライドが出てき
ますね。（H社 K社長）
- 社会にとって、とてもいい仕事をしているのだと従業員
にわかってもらいたい。（E社 K社長）
E-5 
価値観のあっ
た人を採用す
る。
社長自ら、会社の価値観に
あった人材の採用を熱心に
行う。従業員を大事にする、
成長させる風土を持つ。
H
H
H
- 従業員を駒として見ていない。仲間として。（B社 Y社長）
- 社長は、人材育成、採用に凄く興味があり、人事の仕事
では、すごく怒られることも多いです。（J社 Yさん）
- 採用した人材、従業員の成長が、会社の財産価値を上げ、
会社の成長につながって行く。（J社 A部長）
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表 5：カテゴリーの生成
項目 カテゴリー カテゴリーの定義
A 理念の形成 社長が、理念、行動基準、価値観、ビジョン、変革を明確なメッセージとし
て作り、一貫して、様々な場面で、繰り返し、熱く語リ続け、従業員を導く。
B 社長の存在感 社長が、全従業員の前で存在をアピールし、わかりやすい言葉で従業員に話し、
熱く語り、従業員との触れ合いを大切にし、従業員との距離を短くする。
C ミドルの
リーダーシップ発揮
社長が、ミドルに、組織上のリーダーとしての役割を自覚させ、教育し、権
限委譲し、失敗を恐れずにチャレンジさせ、仕事を任せ、自由にやらせる。
D 従業員の一体感醸成 イベント、サークル、従業員旅行等の交流の場や社内報を通じて、従業員同
士が仕事を離れた友人となり、仲間意識、一体感、帰属意識を高める。
E 従業員の成長期待 成長という価値感に共鳴する人材を採用し、入社後、チャレンジングな仕事
を鼓舞し、失敗や成功を体験させ、仕事に誇りを持たせ、成長させる。
最後に、得られたカテゴリーから選択コーディングによってプロセス化を行う。コアカテ
ゴリーとして、5 つ全てのカテゴリーを選択した。そして、5 つのカテゴリーがどのような
プロセスに統合されれば、ICS の高さに繋がるプロセスとなるかを検討した。その際に、左
から右に、横方向に、時間的な関係性（前後）、効果の関係性（因果）の点で流れるように
プロセスを考えた。結果を図 5 に示す。
図 5：成長ベンチャー企業のインターナルコミュニケーションのプロセスモデル
ミドル、
従業員の
ICS
向上ミドルの
リーダーシップ
発揮
従業員の
成長期待
（個人）
従業員の一体感醸成（集団）
理念の形成 社長の存在感
カテゴリーの縦方向の配置は、会社の 3 階層構造（社長、ミドル、一般従業員）に合わせ、
それぞれのカテゴリーの行為主体の位置とした。社長レベル（上段）は、「理念の形成」と
「社長の存在感」、ミドルレベル（中段）は、「ミドルのリーダーシップ発揮」と「従業員の
成長期待」（ミドルを含む従業員全体のため）、一般従業員レベル（下段）は、「従業員の一
体感醸成」となる。
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次に、組織におけるコミュニケーションフローを考え、カテゴリー間のパス（→）を決定
した。まず、「理念の形成」以外のカテゴリーは、ICS に直接影響を与える要因として、ICS
と直接のパス（→）を付けた。「従業員の成長期待」は、ICS に対して、個人レベルの満足
度、「従業員の一体感醸成」は集団レベルの満足度と解釈される。「理念の形成」は、「社長
の存在感」と「ミドルのリーダーシップ発揮」に直接影響し、「社長の存在感」は、「ミドル
のリーダーシップ発揮」と、「従業員の成長期待」、「従業員の一体感醸成」に直接影響を与
える。「ミドルのリーダーシップ発揮」は、「従業員の成長期待」と「従業員の一体感醸成」
に直接影響を与える。最後に、「従業員の一体感醸成」は、「従業員の成長期待」に直接影響
を与えると考えられる。総合すると、図 5 のように、パスが記述される。
3.5　考察
H 群企業は、インタビュー調査結果により、プロセス図の 5 つのカテゴリーのそれぞれに
ついて、強さの違いはあるが、経営者の意識が高く、組織的な仕組みも準備され、日々の運
用において、プロセスとして実践されていることがわかった。プロセス図の根拠となる代表
的なデータ（経営トップの発言）を以下に示す。
J 社の S 社長（成長性は High）は、『理念やビジョンの提示ということは、しつこく、し
つこくやりますね。こうあるべきだ、こうなろうという提示は、しつこくやりますね。人は
どうすれば評価されるのかっていうことが理解できないと、そうしようと思わないので、う
ちの会社で評価される人間像、働き方、行動モデルはこういうことであると言うのを、しつ
こく、こう何度も提示することはやっています。』と語る。これは、図 5 で、「理念の形成」
→「社長の存在感」→「従業員の成長期待」「従業員の一体感醸成」→「ICS 向上」に繋が
る力強いコミュニケーションプロセスの流れを説明する。
H 社の K 社長（成長性は Middle）は、『世界一の旗は、今 60 くらい登録されているんで
すけど、世界一で埋めようという感じです。そうすると、世界一の旗が付いている人は、そ
れをやっていて、自分は世界一の仕事をしているんだとプライドが出てきますね。でも、競
合に負けるとこれを下ろさなければいけない。だから、改善し続けなければいけない。そう
いう面では、次は何やるかってくる訳です。付いていない人は、どうやったら付けられる
かってなる訳です。こうやって、モチベーションが上がってきます。』と発言する。これは、
図 5 で、社長が発案した世界一の旗という「理念の形成」→「従業員の一体感醸成」→「従
業員の成長期待」→「ICS 向上」を説明する。
A 社の S 社長（成長性は Middle）は、『そもそも、人間の成長力、やりたい気持ちを使っ
て、それを仕事にあてて貰えれば、モチベーションをこちらから上げるとか、動機付けする
ことが要らないじゃ無いですか。理想かも分からないが、やりたい、入りたいという、そ
の気持ちをそのまま発揮していけるような組織にしたいんですよ。』と、「社長の存在感」→
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「従業員の成長期待」→「ICS 向上」の流れを説明する。採用の段階から、従業員の成長を
鼓舞するのが経営トップの役割であると自らのコミュニケーションプロセス上の存在意義を
説明する。なお、「ミドルのリーダーシップ発揮」については、H 群の企業でも経営トップ
は満足しておらず、問題意識が高く、課題を表明する発言（対極例）が多かった。
一方、L 群企業は、5 つのカテゴリーのどれかのプロセスが欠けているか、相対的に弱い
ことがわかった。例えば、最も ICS が低い I 社（成長性は Low）は、社長の全社集会におけ
るトーク時間は短く（社長の存在感）、数年前から社長とミドルとの間に距離感ができ（ミ
ドルのリーダーシップ発揮）、社内のイベントも少ない（一体感醸成）という企業風土となっ
ている。I 社の O 社長は、ミドルとの対応を例として、
『ミドルとのコミュニケーションで気になることは 2 つあって。私の考えと違ったときに
「何やっているか」と全部自分でやっちゃうのが一つと、それから意にそった時でも、あま
り褒めないのと、その 2 つだと思いますね。自分ではよく分かっているんですけどね。』と、
自らのコミュニケーション上の問題点を述懐する。
これに対し、H 群の H 社や J 社の社長は、定期的に数名の従業員とのランチ会を開催する
気さくなムードの醸成や、ミドルへの権限委譲と失敗を許す風土を実践し、従業員の一体感
醸成、成長期待を促進している。
3.6　質的データの質の向上策
経営トップに加え、H 社、I 社、J 社では、ラインのミドルマネージャー 2 名、インター
ナルコミュニケーションの専門部門（総務、人事、社内広報部門担当者、責任者）1 ～ 3 名
にもインタビューを実施した。結果として、GTA による分析の際も、ミドルから見た視点、
専門部門から見た視点を付け加えることで、経営トップのみの視点による偏りを減らすこと
ができた。
インタビュー調査の質の向上策としては、インタビューガイドを作成し、半構造化された
インタビューを実施した。データは、IC レコーダーに録音され、テキストに記録し直して
から分析を実施した。インタビューの内容についても、GTA の基本的手法である、データ
分析とデータ収集を同時に繰り返し行う手法により、理論的に質問すべき内容が明確になり、
効率的に理論的飽和を導くことが出来た。特に、経営者の思いや、考えの深い部分を聞き出
すために、他の経営者が述べていた内容を参考として説明し、それぞれの経営者が、どう感
じるか、賛成か反対か、自分としての意見はどうなのか、経営者独自のコミュニケーション
行動やプロセスについて、その内容と理由を確認することで、類似例、対極例の観点から、
それぞれの企業ケースの理論的位置づけを念頭におきながら、理論的に飽和するまでインタ
ビューを繰り返した。また、一部の経営者や研究協力者とは 2 度会い、打ち解けた雰囲気で、
インタビューの内容や、得られた概念やカテゴリーについて意見交換することで、信頼性が
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高く、質の高い概念やカテゴリーの生成ができた。
4.　プロセスモデルの今後の研究における応用
4.1　研究デザインの研究法としての利用価値
本研究によって、ICS（量的データ）による分類に基づく理論的サンプリング、インタ
ビューデータの GTA による質的分析の有効性が示唆された。理論的飽和についても、10 件
（9 社）のサンプルで飽和可能であることを示した。今回確立した研究法を整理する。
［今回の研究法］
1. ICS で、調査企業を分類、理論的サンプリング
2. 経営者、ミドルマネージャー、インターナルコミュニケーション専門部門等にインタ
ビュー実施。
3. インタビューデータを GTA により分析。概念、カテゴリー、プロセスモデルの生成。
4. 質の向上のために企業情報データをトライアンギュレーションとして利用。
上記の研究法は汎用性が高く、並行的シングルデザインのため、時間的にも効率的な調査
が可能である。より多くの異なった範囲のサンプルに対して、本研究法を適用することで、
適用可能性や限界も明確になる。例えば、今回行った 30 名から 650 名の成長ベンチャー企
業ではなく、大企業や、別の業種業態に対しても広く調査を進めることで、インターナルコ
ミュニケーションプロセス研究における新たな発見（規模や業種業態によって異なるプロセ
ス等）の可能性がある。
4.2　インターナルコミュニケーションプロセスモデルの応用
本研究で得られたインターナルコミュニケーションプロセスモデルを使うと、従業員規模
が数 10 名から数 100 名の中小、ベンチャー企業について、ICS の低さをプロセスの視点か
ら説明できること、どうやったら高くなるかについてプロセス的に分析できることを示唆し
た。実際、ICS の低い企業は、プロセスモデルのいくつかの部分が欠けているか、弱いプロ
セスがある。従って、その欠けた（或いは弱い）部分のプロセスを強化することで、ICS が
結果として向上することが期待される。実際、F 社と I 社は同一の企業であり、1 年間の間
をおいて継続して調査した。F 社のデータは、ICS=3.2、I 社のデータは、ICS=3.8 と大幅に
改善している。F 社には、筆者が昨年、2012 年の調査結果の調査報告を行い、満足度の高い
企業のプロセス的特徴を説明した。F 社の社長は、自分でできる範囲の施策を実施したと今
回のインタビューで回答しており、今年度の大幅改善にその効果が現れている可能性がある。
他社についても、同様の追跡調査を行うことで、プロセス上の改善が、ICS の向上効果をも
たらすことの証左となりうる。
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ICS と仕事の満足度や生産性との関係性についても、企業によって異なり、直線的でない
ことも図 4 の結果から分かった。ICS 以外の個別の要因が働き、仕事の満足度や生産性を低
く、或いは高くしている。個別の要因としては、給料や、業務内容が考えられる。サービス
業や小売業といった対面販売の企業（B 社、C 社）は、ICS の仕事の満足度に対する影響度
が高く、製造業（G 社、H 社、J 社）は影響度が低い。ICS の高い従業員の行動が、接客現
場において結果を出しやすく、仕事の満足度につながりやすいと考えられる。これらの点も、
今後の調査での考慮点となる。
インターナルコミュニケーションプロセスの研究範囲は広く、これからの研究分野である。
成長ベンチャー企業に限らず、今後、従業員規模、業種業態が異なる企業に対しても調査を
行うことで、多くの発見があると期待される。
5.　まとめと課題
本研究は、成長ベンチャー企業に対するインターナルコミュニケーションプロセスの探
索的研究として、国内において初めての試みである。新しい研究デザインとして、日本語版
CSQ による ICS（量的データ）によるサンプル分類とインタビュー（経営トップ、ミドルマ
ネージャー、コミュニケーション関連部門）による質的データの GTA による分析を提唱し、
国内のベンチャー企業、10 件（9 社）に実施した。結果として、①インターナルコミュニ
ケーションプロセス研究の新しい研究法、② GTA 分析によるプロセスモデルの構築、③構
築されたプロセスモデルの応用と考慮点、本研究分野の今後の可能性の 3 点を示した。
今後の課題は、より多くの中小、ベンチャー企業サンプルに対して同様の調査を実施し、
今回得られたモデルの精緻化、データが理論的に飽和していることの更なる検証、より深い
プロセスの理解、従業員規模、業種業態によるデータの差異の検証、本研究法による調査の
限界の検討、成長ベンチャー企業の成長プロセス全体におけるインターナルコミュニケー
ションプロセスの重要性や位置づけの明確化がある。また、得られたプロセス図におけるカ
テゴリー間の相関、どのパスが相対的に強いか弱いかも今後の研究課題である。
量的データの取り扱いについても、本研究では、サンプル分類のための利用に限定した
が、ICS の質問項目単位のスコアの高低や ICS のディメンジョン分析を深く行うことで、質
的データだけでは得られないプロセス図に対する洞察が可能となる。量的分析と質的分析と
の統合によるミックス法による研究アプローチも今後の研究課題としたい。
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